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全産業活動指数

前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比
16 9 -0.1 1.2 -0.2 0.9 0.3 1.5 0.6 4.2

10 0.1 -0.2 0.1 -0.2 0.3 -1.2 -0.6 2.4
11 0.3 2.1 0.2 1.4 1.0 4.4 -1.0 2.2
12 0.0 1.2 -0.1 0.7 0.7 3.1 -1.1 1.0

17 1 0.0 1.2 0.0 0.7 -1.1 2.8 2.7 2.6

2 0.2 -0.1 0.0 -1.4 1.0 4.3 0.1 2.0
3 -0.4 0.9 -0.3 0.1 -0.5 3.3 -0.4 3.1
4 1.6 2.2 1.1 0.9 2.9 5.7 4.0 7.9
5 -0.4 3.1 -0.1 1.9 -2.1 6.2 2.8 8.9
6 0.1 2.1 -0.1 1.0 1.2 5.2 -2.3 7.1
7 0.0 2.0 0.1 1.0 -0.3 4.5 0.0 6.8
8 0.2 1.7 0.1 0.7 1.3 5.0 -1.1 4.7
9 -0.3 1.0 -0.2 0.6 -0.6 2.5 -0.8 1.6

10 0.2 1.8 0.1 0.9 0.5 5.7 -0.4 1.8
11 0.6 1.7 0.7 1.2 0.7 3.6 0.4 2.8
12 0.5 2.0 0.1 1.4 1.8 4.5 -0.1 3.0

18 1 -1.1 1.8 -0.4 1.4 -4.5 2.9 0.2 2.1

2 0.4 1.1 0.1 0.9 2.0 1.6 -0.5 1.3
3 0.0 1.2 -0.3 0.9 1.4 2.4 -1.2 0.7
4 1.0 1.5 1.0 1.4 0.5 2.6 2.5 -0.4

（出所）経済産業省「全産業活動指数」

第３次産業活動指数 鉱工業生産指数 建設業活動指数

 
 

○ ４月の全産業活動指数は、３活動全ての上昇により大きく回復 

2018年４月の全産業活動指数は前月比＋1.0％と、ほぼコンセンサス（同＋0.9％、レンジ：同＋0.8％～

＋1.1％）通りの結果となった。内訳をみると、鉱工業生産指数が前月比＋0.5％（寄与度＋0.10％ポイン

ト）、第３次産業活動指数は前月比＋1.0％（寄与度＋0.77％ポイント）、建設業活動指数は前月比＋2.5％

（寄与度＋0.15％ポイント）といずれもプラスに寄与した。建設業については、公共土木や民間土木を中心

に大きく上昇した。 

全産業活動指数は、１-３月期の動きは前期比▲0.4％と弱い動きとなったが、４月は１-３月期の水準を

1.2％ポイント上回り、マイナス分を取り戻す形となった。 

 

○ 第３次産業活動指数は前月比＋1.0％ 

４月の第３次産業活動指数は前月比＋1.0％と上昇した。４月にプラス寄与となったのは、情報通信業

（前月比＋2.5％、前月比寄与度＋0.27％ポイント）、金融業、保険業（同＋2.5％、同寄与度＋0.25％ポイ

ント）、小売業（同＋2.3％、同寄与度＋0.23％ポイント）、生活娯楽関連サービス（同＋2.0％、同寄与度

＋0.22％ポイント）など８業種であった。一方で、マイナスに寄与したのは、運輸業、郵便業（前月比▲
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0.7％、前月比寄与度▲0.07％ポイント）、事業者向け関連サービス（同▲0.5％、同寄与度▲0.04％ポイン

ト）、不動産業（同▲0.1％、同寄与度▲0.01％ポイント）の３業種であった。 

小売業や生活娯楽関連サービスといった個人向けにサービスを提供する業種や、３月の下落から反発した

情報通信業が前月比プラスとなり、第３次産業活動指数を押し上げた。一方で、宅配貨物運送業が不調であ

った運輸業、郵便業や機械設計業が不調であった事業者向け関連サービスなどが前月比マイナスとなり、結

果として４月分の第３次産業活動指数は前月＋1.0％となった。 

 

○ 先行きは第３次産業活動の回復を背景に緩やかに回復する見込み 

全産業活動指数は、先行きについては緩やかに回復する見込みだ。第３次産業活動指数は、１-３月は消

費関連の弱さが目立ったが、４月は対個人サービスの上昇率が対事業所サービスの上昇率を上回るなど、消

費関連の回復がみられている。賃金の上昇や雇用者数の着実な増加を受けて、先行きは緩やかに回復するだ

ろう。鉱工業生産指数は、製造工業生産予測指数で慎重な計画が示されており、１-３月期の減産分の回復

は鈍いペースとなりそうだ。建設業活動指数については、住宅着工の件数減少を中心に軟調な動きが続くと

みられる。総じてみれば、全産業活動指数は、第３次産業活動指数の回復を中心に、先行き緩やかに回復す

ることが予想される。 
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第３次産業活動指数（季調値）2010年＝100

（出所）経済産業省「第３次産業活動指数」
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（出所）経済産業省「第３次産業活動指数」
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2010年＝100 全産業活動指数（季調値）

（出所）経済産業省「全産業活動指数」
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